
ａ-1（新・税項目有）

代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

令和6年度 公社等経営評価シート
（対象期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日）

第６次経営計画に基づく
適正な収支管理、的確な
事業実施、最適な組織体
制検討
特定費用準備資金を活
用した支援事業の実施

（計画）市町村支援の柱となるアセッ
トマネジメント支援事業（道路施設等
定期点検業務や橋梁長寿命化修繕
計画改訂業務）について、点検結果
や補修履歴に係るデータベースを運
用し、さらなる市町村支援の拡大及
び充実を図る。また、特定費用準備
資金「災害等緊急時支援事業積立
金」を活用し、市町村の災害査定実
務の支援に取り組む。

（実績）市町村支援においては、道
路施設等定期点検業務、橋梁長寿
命化修繕計画改訂業務、点検結果
や補修履歴の電子データ化等２４市
町村の支援を行った。また、令和４
年９月の台風第１４号による被害の
多かった３町村に対して、特定費用
準備資金「災害等緊急時支援事業
積立金」を活用し、災害実施設計書
作成の支援を行った。

　宮崎県及び市町村が発注する公共事業の円滑で適正な執行を支援するとともに、建設事業の技術水準の向上
を図ることにより、良質な社会資本の整備を推進する。

（計画）市町村支援の柱と
なるアセットマネジメント
支援事業（道路施設等定
期点検業務や橋梁長寿
命化修繕計画改訂業務）
について、点検結果や補
修履歴に係るデータベー
スを運用し、さらなる市町
村支援の拡大及び充実を
図る。また、特定費用準
備資金「災害等緊急時支
援事業積立金」を活用し、
市町村の災害査定実務
の支援に取り組む。

設立年月日 理事長　原口　耕治

30,000

（計画）市町村支援の柱とな
るアセットマネジメント支援事
業（道路施設等定期点検業
務や橋梁長寿命化修繕計画
改訂業務）について、点検結
果や補修履歴に係るデータ
ベースを運用し、さらなる市
町村支援の拡大及び充実を
図る。また、特定費用準備資
金「災害等緊急時支援事業
積立金」を活用し、市町村の
災害査定実務の支援に取り
組む。

（実績）市町村支援において
は、道路施設等定期点検業
務、橋梁長寿命化修繕計画
改訂業務、点検結果や補修
履歴の電子データ化等２４
市町村の支援を行った。ま
た令和４年９月の台風第１４
号による被害の多かった６
町村に対して、特定費用準
備資金「災害等緊急時支援
事業積立金」を活用し、災害
査定の支援を行った。

（計画）市町村からの要望
や積算業務成果品の精
度向上を図るため、対応
できる体制づくりについて
新たなプロパー職員の採
用を含め、十分に検討を
重ね、組織運営の適正化
を図っていく。

（計画）市町村からの要望や
積算業務成果品の精度向上
を図るため、対応できる体制
づくりについて新たなプロ
パー職員の採用を含め、十
分に検討を重ね、組織運営
の適正化を図っていく。

（実績）積算等業務や支援業
務の一層の充実を図るた
め、令和４年度から企画研
修システム担当に１名、支援
担当に１名計２名のプロパー
職員を採用するなど、将来を
見据えた体制づくりを図っ
た。

（計画）第６次経営計画の
方針に則り、事業量の確
保に努めるとともに、特定
費用準備資金等を活用し
た建設産業に関する研
究・活動に対する助成事
業に引き続き取り組む。

（計画）第６次経営計画の方針に則
り、事業量の確保に努めるとともに、
特定費用準備資金等を活用した建
設産業に関する研究・活動に対する
助成事業に引き続き取り組む。

（実績）積算等業務の受託数は計画
目標値の約８６％にとどまったもの
の、実績値としては昨年度より約２
０％程増加した。研修延べ受講者数
については計画目標値の約９８％で
例年並みの結果となった。
特定費用準備資金等を活用し、助
成事業等に取り組んだ。

改
革
工
程

名　称

０９８５－２０－１８３０

20,000

特記事項

平成12年4月1日

電話番号

総出資額

　公共事業の適正な執行と品質確保の一層の推進を図るため、国（自治省（現総務省）、建設省（現国土交通
省））や県内市町村からの要請を受けて設立された。
　また、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」及び「公共工事の品質確保の促進に関する
法律」の施行を受け、公共工事の適切な施行や品質の確保等について、より一層の対応が求められており、県
及び市町村を支援する機関としての役割が増大している。

66.7%

（計画）県や市町村から受
託する積算業務を始めと
した公共事業の円滑化支
援業務を的確に行う。

（計画）市町村からの要望や積算業
務成果品の精度向上を図るため、
対応できる体制づくりについて新た
なプロパー職員の採用を含め、十分
に検討を重ね、組織運営の適正化
を図っていく。

（実績）積算等業務や支援業務の一
層の充実を図るため職員採用の募
集をしているが、応募がなかった。

概
　
　
　
要

（計画）県や市町村から受託
する積算業務を始めとした
公共事業の円滑化支援業務
を的確に行う。

（実績）積算業務を始めとし
た公共事業の円滑化支援業
務を的確に行った。

設立目的

公益財団法人宮崎県建設技術推進機構

内容

業務量の増大や新たな
事業に対応できる職員数
適正化の検討

組織等適正
化

経営・事業
運営改善

②
公
社
等
の
経
営
見
直
し

財務改善

（計画）県や市町村から受託する積
算業務を始めとした公共事業の円
滑化支援業務を的確に行う。

（実績）積算業務を始めとした公共
事業の円滑化支援業務を的確に
行った。

①公社等のあり
方見直し

（計画）第５次経営計画の方
針に則り、事業量の確保に
努めるとともに、特定費用準
備資金等を活用した建設産
業に関する研究・活動に対
する助成事業に引き続き取
り組む。

（実績）台風第14号の影響に
よる積算業務委託の減のた
め、積算等業務の受託数は
計画目標値の約７３％にとど
まった。
また、新型コロナウイルス等
の影響による研修の欠席も
あり、研修延べ受講者数に
ついては計画目標値の約８
１％にとどまる結果となっ
た。
特定費用準備資金等を活用
し、助成事業等に取り組ん
だ。

公益法人としての公益目
的事業の的確な実施

県内市町村支援事業の
強化
収支相償等公益法人財
務基準の的確な遵守

宮崎市旭１丁目２番２号所在地

令和6年度

ホームページ https://www.mk-suishin.or.jp/

令和4年度 令和5年度

県土整備部
技術企画課

県所管部・課
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合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

10 1 3 10 1 3 6

3 1 2 3 1 2 0

7 0 1 7 0 1 6

18 6 0 19 6 0 13

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

286,398 212,690 232,465 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

令和5年度 令和6年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 155,911 209,290 委託料

② 53,309 54,380 委託料

③ 5,139 9,140 委託料

④ 6,159 6,353 委託料

⑤ 880 0 委託料

（計画）アセットマネジメント
支援事業の取組として、市
町村が行う道路施設等定期
点検業務や橋梁長寿命化修
繕計画の一層の支援を行う
とともに、構築しているデー
タベースを活用し、市町村か
らの業務受託の継続拡大を
図る。

（実績）アセットマネジメント
支援事業について、２４市町
村の支援を行った。

（計画）機構の高度で多
様な技術力と専門性を維
持及び継承していく必要
があり、引き続き、必要な
県派遣職員を確保すると
ともに、そのあり方等につ
いて、検討していく。

　事務所は企業局から貸借しているが、貸借料については１／２の減免を受けている。

（計画アセットマネジメント
支援事業の取組として、
市町村が行う道路施設等
定期点検業務や橋梁長
寿命化修繕計画の一層
の支援を行うとともに、構
築しているデータベースを
活用し、市町村からの業
務受託の継続拡大を図
る。

実
施
事
業

非常勤

　土木建築工事の積算技術業務及び技術審査業務

　工事の完成検査支援等の補助業務

12

財
政
支
出
等

県委託料

主
な
県
財
政
支
出
の
内
容

県借入金残高

（計画）機構の高度で多様な技術力
と専門性を維持及び継承していく必
要があり、引き続き、必要な県派遣
職員を確保するとともに、そのあり方
等について、検討していく。

（実績）削減なし。

工事検査事業

資格取得支援事業

（計画）アセットマネジメント支援事業
の取組として、市町村が行う道路施
設等定期点検業務や橋梁長寿命化
修繕計画の一層の支援を行うととも
に、構築しているデータベースを活
用し、市町村からの業務受託の継続
拡大を図る。

（実績）アセットマネジメント支援事業
について、２４市町村の支援を行っ
た。また、補修工法等のガイドライン
作成、市町村の橋梁修繕工事につ
いて、積算と施工管理の民間技術者
派遣支援を行った。

　県内建設産業技術者等の資格取得の支援業務

（計画）法令等の規定によ
る情報公開規定の遵守、
ホームページでの情報公
開の充実を行う。

法令等の規定による情報
公開規定の遵守
ホームページでの情報公
開の充実

　土木建築工事の施工体制点検等

　建設事業の技術水準の向上を図るために民間建設技術者
等に対して研修を行う業務

左記以外の者

6

県交付金・負担金・
出資金

県
関
与
の
状
況

令和5年度

（計画）法令等の規定による情報公
開規定の遵守、ホームページでの情
報公開の充実を行う。

（実績）法令等の規定に則り、ホーム
ページでの情報公開や理事会議事
録等の備え置きを行った。

人的支援見
直し

県職員の役職員就任・派
遣の見直し検討

人
的
支
援

県への財政依存率の低
減

積算等事業

役員数　

（人）

6

その他の県からの支援等

職員数

（計画）法令等の規定による
情報公開規定の遵守、ホー
ムページでの情報公開の充
実を行う。

（実績）法令等の規定に則
り、ホームページでの情報公
開や理事会議事録等の備え
置きを行った。

（千円）

④情報公開推進

令和6年度

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

（計画）機構の高度で多様な
技術力と専門性を維持及び
継承していく必要があり、引
き続き、必要な県派遣職員
を確保するとともに、そのあ
り方等について、検討してい
く。

（実績）削減なし

県職員人件費
（県支給分）

研修等事業

種別

施工管理事業

0

事業名 事業内容

（千円）

常　勤

③
県
と
公
社
等
の
関
係
見
直
し

財政支出見
直し

県補助金

①積算等事業（土木建築工事の積算技術業務及び技術審査業務）
②施工管理事業（施工体制点検業務）
③電算事業（市町村の土木工事積算システムの運用、管理）
④市町村工事検査支援事業（市町村工事の完成検査支援等の補助業務）
⑤県内建設関係業者への研修等事業（県内建設関係業者へ公共事業に関する研修）
⑥資格取得支援事業（若年建設技術者等の育成を図るため、資格取得の支援事業に取り組む建設業者等を支援）
⑦新技術・新工法等各種情報提供事業（建設事業に関する新技術、新工法等各種情報の提供）
⑧アセットマネジメント支援事業（県内市町村の道路施設等定期点検業務の支援）
⑨その他（その他県及び市町村の公共工事の執行に係る支援業務）
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令和6年度 令和7年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 103 85.8% 120 120

② 134 167.5% 80 80

③ 1,857 97.7% 1,900 1,900

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

784,508 755,669 643,505 1,126,196 1,112,440 875,610

740,529 791,114 666,339 595,235 618,122 434,494

43,980 -35,445 -22,834 530,961 494,318 441,116

0 83 19,737 486,413 508,384 274,672

0 345 0 457,816 479,787 261,371

0 -262 19,737 28,597 28,597 13,301

43,980 -35,706 -3,097 639,783 604,056 600,938

21 21 21 30,000 30,000 30,000

43,959 -35,727 -3,118 30,000 30,000 30,000

565,824 609,783 574,056 0 0 0

609,783 574,056 570,938 609,783 574,056 570,938

0 0 0 0 0 0

30,000 30,000 30,000 445,970 401,503 358,298

30,000 30,000 30,000

639,783 604,056 600,938

令和6年度 令和7年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

96.6 96.6% 100.0 100.0

※ 令和5年度 実績値の算式

99.5 99.5% 100.0 100.0

※ 令和5年度 実績値の算式

63.9 127.8% 50.0 50.0

※ 令和5年度 実績値の算式

改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　　　　　　　　　　正味財産増減計算書　　　　　（千円） 　　　　　　　　  　　貸借対照表　　　  　　　（千円）

120
活
動
指
標

積算等事業受託数

算式（単位）

（うち基本財産への充当額）

　流動負債

指標の設定に関する
留意事項

　活動指標①（積算等事業受託数）については、機構の主要事業である積算等事業の状況を判断するための目
標値設定を行ったものである。
　活動指標②（市町村等からの相談件数）については、市町村支援の基本である技術相談業務を積極的に実施
するため目標値設定を行ったものである。

　　経常収益

　固定資産

　　経常費用

税引前当期一般正味財産増減額

　　法人税・住民税及び事業税 　指定正味財産

（件）

研修延べ受講者数

一般正味財産期首残高

　一般正味財産

　当期一般正味財産増減額

　当期経常外増減額 　固定負債

目標値

　　経常外費用

1,900

負債

　流動資産

資産

　当期経常増減額

公社等
自己評価

指標の設定に関する
留意事項

目　標
達成度

正味財産期末残高

　令和４年度までに積み立てた特定費用準備資
金等を活用し、機構周年事業、アセットマネジ
メント支援事業及び宮崎「ひと・まち・みら
い」づくりに関する研究・活動等助成事業、更
に台風第14号による被害の多かった３町村に対
して、災害実施設計書作成の支援を実施した。
これらの資金を計画的に活用し、さらなる事業
の推進を図る。
　引き続き県や市町村から受託する公共工事の
円滑化支援事業を的確に実施してまいりたい。

経常収益／経常費用×100(%)

評価 (Ａ.良好､Ｂほ

ぼ良好､Ｃやや課題あり、
Ｄ課題多い)

評価 (Ａ.良好､

Ｂほぼ良好､Ｃやや課
題あり、Ｄ課題多い)

公社等改革
推進委員会
三次評価

県所管部課
二次評価

600,938千円／604,056千円×100

（うち特定資産への充当額）

　財務指標①（収支バランス）は、目標値である100%に近い数字となることが望ましいため、達成度は100%か
らの乖離状況で判断する。
　財務指標③（市町村等からの収入比率（自己収入含む））については、アセットマネジメント等支援事業の
増加により市町村からの収入比率が増加傾向にあることから、市町村が発注する公共事業へのさらなる支援を
図るため、目標値を50％としたものである。

　当期指定正味財産増減額

指標名

目標値

正味財産

80

（工区）

市町村等からの相談件数

（人）

令和5年度

指標名

（うち特定資産への充当額）指定正味財産期首残高

算式（単位）
令和5年度

財
務
状
況

100.0

公益認定等審議会による立入検査（令和5年10月30日）において、指摘事項はなかった。

②
正味財産増減率

直近の県監査
の状況

①

一般正味財産期末残高

収支バランス

　　経常外収益

（うち基本財産への充当額）

総
合
評
価

100.0

　活動内容については、災害復旧事業の実施に
より減らさざるを得なかった積算等事業の受託
数以外は、おおむね目標を達成しており、市町
村及び県内建設関係者の技術支援に積極的に取
り組んだものとして評価できる。
　財務内容については、いずれの指標もおおむ
ね目標を達成している点で評価できる。
　引き続き、市町村等に対する支援を充実させ
るとともに、安定した経営を維持することが求
められる。

　活動指標の「積算等事業受託数」について
は、災害復旧事業を優先し、積算等事業の受託
を減らしたため、目標未達成となったが、災害
復旧事業の終了に伴い、積算等事業受託数の改
善が見込まれる。
　財務内容については、概ね達成できており、
県からの委託料だけでなく、アセットマネジメ
ント事業による市町村からの収入を確保するな
ど、健全な財務体質を維持しており評価でき
る。
　今後も収支バランスを保つ経営に努めるとと
もに、市町村支援の充実を図ることを期待す
る。

③

市町村等からの収入比率
（自己収入含む）

指定正味財産期末残高

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

50.0

(643,505千円－232,466千円）／643,505千円×100

財
務
指
標

643,505千円／666,339千円×100

（経常収益－県委託料）／経常収益
×100(%)

当年度正味財産／前年度正味財産×
100(%)

0% 50% 100% 150% 200%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


